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一
インターネット上の 誹謗中傷による被害が多数発生し人権を著しく侵害する等の問題が深

刻化している現状を踏まえ、インターネット上の誹謗中傷の防止及び誹謗中傷による被害が
生じた場合の迅速かつ確実な救済を図るための施策を総合的に推進すること。

一
インターネット上の誹謗中傷による被害が多数発生し人権を著しく侵害する等の問題が深

刻化している現状を踏まえ、インターネット上の誹謗中傷の防止及び誹謗中傷による被害が
生じた場合の迅速かつ確実な救済を図るための施策を総合的に推進すること。

二
　前項の施策を推進するに当たっては、インターネット上の匿名での誹謗中傷による侮辱罪
に関し、被疑者の特定に係る被害者の負担を軽減すること。

二
　前項の施策を推進するに当たっては、インターネット上の匿名での誹謗中傷による侮辱罪
に関し、被疑者の特定に係る被害者の負担を軽減すること。

三

　第１項の施策を推進するに当たって、発信者情報開示請求制度に関し、迅速的確な被害者
救済とともに、民主主義の根幹である表現の自由、通信の秘密が確保されるよう特に留意の
上、開示請求の要件や開示される情報の範囲など、プロバイダ責任制限法の見直しも含めた
検討を同法の施行状況を見極めつつ行うこと。

三

　第１項の施策を推進するに当たって、損害賠償命令制度の対象事件を拡大するなど簡易で
迅速な損害賠償の実現に資する制度のほか、インターネット上の誹謗中傷に係る損害賠償の
在り方や裁判費用の支援など、適正な被害回復のための方策を速やかに検討し、その結果に
基づいて必要な措置を講ずること。

四

　第１項の施策を推進するに当たって、損害賠償命令制度の対象事件を拡大するなど簡易で
迅速な損害賠償の実現に資する制度のほか、インターネット上の誹謗中傷に係る損害賠償の
在り方や裁判費用の支援など、適正な被害回復のための方策を速やかに検討し、その結果に
基づいて必要な措置を講ずること。

四
　侮辱罪の法定刑を引き上げても処罰範囲に変更はないこと及び侮辱罪による現行犯逮捕に
係る制限が法定刑の引上げにより外れたとしても当該現行犯逮捕が可能な場合は実際上は想定
されないとする政府統一見解を捜査機関に周知徹底すること。

五
　侮辱罪の法定刑を引き上げても処罰範囲に変更はないこと及び侮辱罪による現行犯逮捕に
係る制限が法定刑の引上げにより外れたとしても当該現行犯逮捕が可能な場合は実際上は想定
されないとする政府統一見解を捜査機関に周知徹底すること。
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五
　侮辱罪による私人逮捕は逮捕罪等の刑事責任が問われることや民事上の不法行為責任を負
うことがあることを前項の政府統一見解と合わせて広く国民に周知・広報すること。

六
　侮辱罪による私人逮捕は逮捕罪等の刑事責任が問われることや民事上の不法行為責任を負
うことがあることを前項の政府統一見解と合わせて広く国民に周知・広報すること。

六
　本法の附則に基づく３年経過後の検討に当たっては、侮辱罪への厳正な対処が図られるこ
とにより自由な表現活動が妨げられることのないよう、当該罪に係る公共の利害に関する場
合の特例の創設についても検討すること。

七

　公共の利害に関する事項に係る意見・論評は表現の自由の根幹を構成するものであること
を踏まえ、本法の附則に基づく３年経過後の検討に当たっては、侮辱罪への厳正な対処が図
られることにより自由な表現活動が妨げられることのないよう、当該罪に係る公共の利害に
関する場合の特例の創設についても検討すること。

七
～

十二
　（略）

八
～

十三
　（略）
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